
(単位：千円)

金　額 金　額

流　動　資　産 1,396,133 流　動　負　債 192,867

預 金 1,360,369 未 払 金 88,245

営 業 未 収 入 金 5,464 未 払 費 用 58,784

未 収 入 金 1,718 預 り 金 1,113

前 払 費 用 2,884 前 受 収 益 16,530

未 収 還 付 法 人 税 等 497 未 払 法 人 税 等 9,142

未 収 消 費 税 等 25,140

そ の 他 流 動 資 産 59

そ の 他 流 動 負 債 12

固　定　資　産 1,183,451 固　定　負　債 1,203,922

有 形 固 定 資 産 1,089,375 長 期 預 り 保 証 金 194,425

土 地 313,379 長 期 借 入 金 866,320

建 物 741,189 退 職 給 付 引 当 金 76,235

器 具 及 び 備 品 34,807 そ の 他 固 定 負 債 11,742

無 形 固 定 資 産 12,385 取 引 参 加 者 預 り 金 55,200

ソ フ ト ウ エ ア 12,385 　預 り 信 認 金 55,200

投 資 そ の 他 の 資 産 26,490 1,396,789

投 資 有 価 証 券 3,700

敷 金 5,476 株　主　資　本 1,182,795

会 員 権 等 2,999 資 本 金 1,089,000

そ の 他 投 資 14,314 資 本 剰 余 金 1,464,163

資 本 準 備 金 1,000,000

取 引 参 加 者 預 り 資 産 55,200 そ の 他 資 本 剰 余 金 464,163

預 託 普 通 預 金 55,200 利 益 剰 余 金 △ 1,370,368

そ の 他 利 益 剰 余 金 △ 1,370,368

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 1,370,368

1,182,795

2,579,585 2,579,585

貸　借　対　照　表

(令和5年3月31日現在)

科　目 科　目

(資　産　の　部) (負　債　の　部)

1年 以 内 返 済 予 定 の

長 期 借 入 金
19,040

負　債　合　計

(純　資　産　の　部)

純資産合計

資　産　合　計 負債及び純資産合計
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(単位：千円)

46,336

取 引 関 連 収 入 1,626

情 報 関 連 収 入 44,709

705,968

営 業 損 失 659,631

298,865

　　　受取利息及び配当金受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,440

不 動 産 関 連 収 益 283,997

　　　雑収入雑 収 入 12,426

163,502

支 払 利 息 6,688

不 動 産 関 連 費 用 154,510

雑 損 2,302

経 常 損 失 524,268

56,205

固 定 資 産 除 却 損 45,147

会 員 権 等 評 価 減 11,057

 税　引　前　当　期　純　損　失 580,474

2,440

582,914

損　益　計　算　書

(自　令和4年4月1日　至　令和5年3月31日)

科　目 金　額

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 純 損 失
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)資産の評価基準及び評価方法

　①有価証券の評価基準及び評価方法

　　投資有価証券

　　　時価のないもの・・移動平均法による原価法

(2)固定資産の減価償却の方法

　①有形固定資産・・定率法。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属

　　　　　　　　　　設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設

　　   　　   　　　　 備及び構築物については定額法

　   　   　　　　　　 

　②無形固定資産・・定額法

　③リース資産・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について

　　　                     は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

                                採用しています。

(3)引当金の計上基準

　①退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給額を退職給付債務

　　とする方法によって計上しています。

(4)収益及び費用の計上基準

　　当社は主として商品市場の取引管理・運営等に関する事業を行っており、収益は顧

　　客との契約に基づく役務の提供に該当する「取引関連収入」と「情報関連収入」で

　　構成されています。「取引関連収入」は、当社が運営する商品市場における取引数

　　量に応じて計上される定率参加料等や固定的に計上される定額参加料で構成され、

　　「情報関連収入」は固定的に計上されるシステム提供収入、情報提供収入で構成さ

　　れています。定率参加料は、商品市場での取引が成立した一時点で収益を認識して

　　います。定額参加料、システム提供収入、情報提供収入等については、当社の履行

　　義務が充足されると判断される一定の期間または一時点において収益を認識してい

　　ます。

(5)その他計算書類作成のための基本となる重要事項

　①消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

個　　別　　注　　 記 　　表
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２．貸借対照表に関する注記

(1)担保に供している資産及び担保に係る債務

　①担保に供している資産

（単位：千円）

預金

建物

器具及び備品

土地

計

　②担保に係る債務

（単位：千円）

１年以内返済予定の長期借入金

長期借入金

計

(2)有形固定資産の減価償却累計額　 1,408,245千円

(3)預託普通預金及び信認金

　当社は、取引参加者の債務不履行により商品先物取引の委託者等が被るリスクを担保

　するため、商品先物取引所法及び当社関連規則に基づく各取引参加者から信認金の預

　託を受けています。預託される資産は、金銭であり、当社の資産とは区分して管理し

　ており、資産については預託普通預金勘定に、負債については信認金勘定に計上して

   います。

(4)損失補償

　当社は、清算業務に関して、株式会社日本証券クリアリング機構と「損失補償契約」

　を締結しています。同機構の清算参加者の債務不履行又はそのおそれが生じたことに

　起因して同機構に生じた損失について、当該清算参加者が預託した清算預託金等によ

　り補填し得ない残額が生じた場合には、当該契約に基づき補償することになっていま

　す。当社が同機構に対する補償限度額は、「損失補償契約」において定められており、

　当社の場合は、限度額が20,000千円であります。

３．税効果会計に関する注記

当事業年度末における繰越欠損金の状況、繰延税金資産の回収可能性を考慮し、当事業

年度においては、繰延税金資産及び繰延税金負債は計上していません。

267,616

613,698

13,727

146,886

1,041,927

19,040

866,320

885,360

貸借対照表計上額

貸借対照表計上額
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４．関連当事者との取引に関する注記

５．1株当たり情報に関する注記

1株当たり純資産額 510円80銭

1株当たり当期純損失 251円74銭

※上記1株当たり純資産額及び1株当たり当期純損失の計算において使用する発行済株

式総数並びに控除する自己株式の株式数に、無議決権株式の株式数も含めて計算して

います。

役員の兼任等

無

(注）１．上記の取引の金額には消費税等は含まず、期末残高（消費税等の課税対象取引に

　　　　 係るものに限る。）は消費税等を含んでいます。

(注）２．取引の条件は、一般的条件と同様に取引会社からの提示価格を検討の上、決定し

                ています。

未払費用 15,274

取引

金額

（千円）

科目

期末

残高

（千円）

市場関連

システム

サービス

の委託

（注）2

97,808

種類
会社等の

名称
所在地

議決権等の

所有

（被所有）

割合

関連当事者と

の関係

取引の

内容

主要

株主

ジャパン

ネクスト

証券株式

会社

東京都

港区

（被所有）

14.57%

市場関連シス

テムサービス

の委託
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